
事業の概要（①②③④を必ず明記）

　①目的・効果 効果検証

　②交付金を充当する経費内容 　①事業の成果、効果

　③積算根拠（対象数、単価等） 　②事業の評価

　④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

1
低所得者支援【低所得者世
帯給付金】

①コロナ禍における物価高騰の負担感が大きい低所得者層への
負担軽減を図る
②低所得者への一律30,000円支給
③給付分483世帯×30,000円＝14,490,000円
④令和5年度住民税均等割非課税世帯（483世帯）

R5.6 R5.11 14,490 14,490

住民税均等割非課税世帯への支援
給付金の支給
支給世帯 ：483世帯
支給額 ： 一律30,000円

➀コロナ禍における物価高騰の負担感
が大きい低所得者層（住民税均等割非
課税世帯）に給付金を支給することで家
計支援をすることができた。

保健福祉課

2 低所得者支援（事務費）

①コロナ禍における物価高騰の負担感が大きい低所得者層への
負担軽減を図るにあたって必要な事務費
②低所得者への給付金に係る事務費
③事務費分736,409円
事務費内訳
（消耗品3,952円　通信運搬費116,721円 　システム改修・用
紙・印刷封入委託料　615,736円）
④令和5年度住民税均等割非課税世帯（483世帯）

R5.6 R6.1 736 736

住民税均等割非課税世帯への支援
給付金の支給
支給世帯 ：483世帯
支給額 ： 一律30,000円

②低所得者層（住民税均等割非課税世
帯）に給付金を支給したことで、コロナ禍
において物価高騰の影響が大きい世帯
に適切な支援をすることができた

保健福祉課

7
エネルギー食料品価格等の
物価高騰に伴う子育て世帯
支援

①コロナ禍における物価高騰の影響を受けた保護者の負担軽減
として、保育園・小学校の副食費、給食費を減免するとともに、減
免相当額の補助金を交付する。
②高騰した分の食材購入費（教職員分は除く）
③減免
　　保育園：218人×4,500円×6ケ月＝5,886,000円
　　《小学校減免分№８》
　　　　（減免額を賄材料費へ充当）
　　補助金
　　認可私立保育園（やまのこ保育園）
　　　　38人×4,700円×6ケ月＝1,071,600円
　　村外幼稚園通園児分（個人へ現金給付）
　　　　3人×4,500円×6ヶ月＝81,000円
　　山形小学校以外の小学校に通学している児童分
　　　　　（個人へ現金給付）
　　　　5,713円×6ヶ月×4人＝137,112円
　《現金給付の理由》
　山形保育園、山形小学校以外の村外の幼稚園や小学校に通
園・通学している子の保護者は給食費の減免が受けられないた
め、山形村にお住いの児童・園児の保護者が平等に給食費減免
の措置を受けられるよう、減免相当額を補助金として現金支給す
る。また、村内の認可私立保育園へは、減免額を補助金として支
給する。
④村、認可私立保育園、園児・児童の保護者

R5.9 R6.3 7,959 4,102

・保育園副食費　218人×4,500円
×6ヶ月＝5,886千円
・認可私立保育園副食費　38人×
4,700円×6ヶ月＝1,072千円
・村外幼稚園通園児副食費　3人×
4,500円×6ヶ月＝81千円
・山形小学校以外の学校に通学して
いる児童の保護者へ減免相当額の
交付。
インターナショナルスクール1名(６ヶ
月分) 33,756円
松本養護学校1名分(６ヶ月分)
31,845円

①特定教育・保育施設において、コロナ
禍による物価高騰の影響なく、園児に副
食を提供できた。
②コロナ禍による物価高騰の影響を受
けた保護者の負担を軽減できた。
③山形小学校以外の小学校に通学して
いる児童の保護者に対し、山形小学校
に通う児童の保護者と平等に給食費の
減免措置を受けられるよう、減免相当額
を補助金として支給することができた。

子育て支援課・

教育支援課

8
エネルギー食料品価格等の
物価高騰に伴う子育て世帯
支援（小学校減免分）

①コロナ禍における物価高騰の影響を受けた保護者の負担軽減
として、保育園・小学校の副食費、給食費を減免する。
②高騰した分の食材購入費（教職員分は除く）
③《NO2の小学校減免分》
　　　小学校：5,713円×6ヶ月×455人＝15,596,490円
　　　　（減免額を賄材料費へ充当）
④生活者（保護者）等

R5.8 R6.3 16,143 15,596
小学校5,713円×６ヶ月×４５５人＝
15,596,490円

学校給食費10期分（57,130円）のう
ち、5期～10期分を負担軽減することが
できた。

教育政策課

担当課

令和5年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画　実施状況及び効果検証

事業の実施状況交付対象事業の名称Ｎｏ 事業
始期 事業
終期
総事業費
(千円）

交付金
充当額
（千円）
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　①目的・効果 効果検証

　②交付金を充当する経費内容 　①事業の成果、効果

　③積算根拠（対象数、単価等） 　②事業の評価
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担当課

令和5年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画　実施状況及び効果検証

事業の実施状況交付対象事業の名称Ｎｏ 事業
始期 事業
終期
総事業費
(千円）

交付金
充当額
（千円）

9
水道・簡水支援事業（上水
道・簡易水道操出）

①コロナ禍における物価高騰の影響を受けた住民及び事業者等
の生活支援を目的として、水道料金の基本料金3ヶ月分に充当
する。（ただし公共施設は対象外）
②上水道事業、簡易水道特別会計への繰出し。（水道基本料金
の減免に係る費用）
③上水道1,500円×3ヶ月分(3,223件+3,227件+3,228件）
＝14,517,000円
　簡易水道2,000円×3ヶ月分（101件+100件+100件）＝
602,000円
　減免通知書郵送料202,860円+6237円＝209,097円
　電算処理委託料220,000円
④住民、事業者

R5.7 R5.11 15,548 15,548

対象者数（件数）
　上水道　9,678件
　簡易水道　301件
減免額
　上水道　14,517千円
　簡易水道　602千円

①水道料金の基本料金の減額により、
住民の家計及び事業者の負担軽減につ
ながった。
②住民及び事業者への経済的な援助と
共に、住民の消費意欲を促す二次的な
効果もあったと思われる。

建設水道課

10
保育施設に対する物価高
騰対策支援

①認可私立保育園（１園）でコロナ禍における物価高騰の影響に
より、給食材料費、光熱水費、燃料費が高騰し、経済的な負担が
生じているため、支援金を交付し事業継続の支援を図る。
②食材費、光熱費等の高騰した分へ1/2補助
③エネルギー、物価高騰の影響額
　給食材料費高騰分13,200円×12ヶ月≒158,000円
　光熱水費高騰分13,100円×12ヶ月≒157,000円
　燃料費高騰分8,420円×12ヶ月≒101,000円
合計416,000円の1/2　≒　200,000円
④やまのこ保育園（認可私立保育園）

R5.7 R5.8 200 200

給食材料費＝158千線

ガス・水道代＝157千円

灯油代-101千円

①物価高騰による食材購入費等高騰に対

する保育所への支援を行うことができ

た。

②村内に1ヶ所ある認可私立所に対して光

熱水費や給食材料費等の高騰による健全

な園経営を行うための経済的支援を行う

ことができた。

子育て支援課

11
福祉・介護施設への物価高
騰対策支援

①コロナ禍における物価高騰により多大な影響を受けている、福
祉・介護事業所へ給付金を交付することで、事業者の事業継続
を支援する。
②物価高騰等により影響を受けている事業者へ補助
③事業形態による
入所施設　200,000円×3件＝600,000円
通所施設　100,000円×7件＝700,000円
事業用車両　10,000円×19件＝190,000円
計　1,490,000円
④村内の福祉・介護事業所　10施設

R5.7 R5.9 1,490 1,490

福祉サービス事業所への支援給付金

の交付

（入所施設）

3施設×200,000円

（通所施設）

7施設×100,000円

（事業用車両）

19台×10,000円

➀コロナ禍における物価高騰の影響を
受け、困難な事業運営を強いられてい
る福祉・介護事業所に給付金を交付し、
支援することができた。
②給付金を交付できたことで、福祉・介
護事業所が事業継続することができ、事
業者はコロナ禍においても施設利用者
に福祉サービスを提供することができ
た。

保健福祉課

56,566 52,162合　計


